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（通知）屋内雨水利用設備の設計について

標記について 「雨水利用・排水再利用設備計画基準・同解説 平成２８年版」、

（一般社団法人公共建築協会発行）を適用することとしたので通知する。

また、平成２８年１０月４日以降の入札公告から適用することとし、適用にあたり

疑義等がある場合は、施設技術管理官と協議するものとする。

なお 「屋内雨水利用設備の設計について（通知 （防整技第７４１５号。２８．、 ）

４．１ 」は平成２８年１０月３日限りで廃止する。）

関連文書：防整施第１７６６５号（２７．１１．６）

写送付先：施設計画課長、施設整備官、提供施設計画官
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自らの雨水の利用のための施設を設置する防衛施設について（通知）

標記について、別紙のとおり定めたので、これにより実施されたい。
なお、自らの雨水の利用のための施設を設置する防衛施設について（防経施第１１６

８１号。２７．７．２４）は廃止する。

添付書類：別紙
写送付先：地方協力局労務管理課長



別 紙

自らの雨水の利用のための施設を設置する防衛施設について

雨水の利用の推進に関する法律（平成２６年法律第１７号）第１０条第１項の規
定に基づき、国及び独立行政法人が建築物を整備する場合（米軍施設は除く。）にお
ける自らの雨水の利用のための施設（以下「施設」という。）の設置に関する目標を
達成するために、同法第７条第１項の規定に基づき基本方針（以下「基本方針」と
いう。）が制定されたため、防衛施設の整備における必要な細部事項を定めたもので
ある。

１ 趣旨
要求機関は、本通知に基づき、施設の設置に当たっては、建築物等の構造や敷地

等の条件のほか、コストや地域性に加え部隊の運用、設置により追加となる工期等
に十分配慮した上で施設の設置を推進する。

２ 施設を設置する防衛施設の考え方
（１）建築物を新たに建設する場合

ア 地下階を有するなど、その最下階床下に雨水を貯留することが可能な空間を有
する建築物でかつ、延床面積の合計が１万㎡以上の司令部庁舎等については、原
則、設置を検討する。

イ 基本方針で例示された、施設の設置が困難又は不適当な建築物の防衛施設にお
ける具体例は以下のとおりとする。
・ 「倉庫等で入居者や外来者が少なく、相当程度の雨水の利用を自ら行うこ
とが想定されない建築物」に相当するものは、倉庫・格納庫・体育館等大
規模な空間を有する建築物とする。

・ 「小規模な建築物、集合住宅等でその構造や空間構成上、雨水の利用のた
めの施設の設置が困難な建築物」に相当するものは、警衛所・予備発室・
通信局舎等の小規模な建築物及び宿舎等の建築物とする。

・ 「病院等で清浄な水を必要とするほか、利用者の健康面への配慮から、環
境衛生上、雨水の利用が不適当な建築物」に相当するものは、病院・医務
室・食堂等の建築物とする。

ウ その他の建築物については、諸条件を考慮し可能であれば設置を検討する。
（２）既存の建築物を新たに改修する場合

既存の建築物で、雨水利用設備や最下階床下に雨水を貯留することが可能な空間
を有する建築物は、２（１） に準じて、原則、設置を検討する。その他の建築物
は、諸条件を十分に考慮し可能であれば設置を検討する。

３ 施設の設置検討結果の通知
要求機関は、２ に従い施設の設置を検討した結果、設置が困難と判断した場合

については、施設計画課施設政策室と調整の上、施設計画課長に対しその結果を通
知されたい。

４ 施設の設置に要するコストの検討及び実施の可否の通知
施設の設置にあたっては、実施設計において設置費に加え、ライフサイクルコス

トを考慮したコスト比較を行なうものとする。
要求機関は、コストの検討を踏まえ、実施の可否を施設計画課長に対し通知され

たい。


